
【参考資料１】 

 

地理空間情報を集約する電子防災情報システムの構築 

 

１．背景・目的 

南海トラフ巨大地震や首都直下地震が発生した場合、甚大かつ広域的な人的・物的被害が発生し、

わが国の国民生活や経済活動に極めて深刻な影響をもたらす国家的な危機が想定されている。この

ような大規模災害発生時、リアルタイムに集まる現場情報、被災者情報、各種支援活動情報、現地

画像等の各種情報を迅速に把握し、これに基づく的確な対応を可能とすることが、国民の生命、身

体及び財産を守る上で重要である。 

一方、集約されたこれらの情報を瞬時に電子地図上に統合表示し共有する仕組みがないことから、

災害対応に必要となる地理空間情報をリアルタイムに集約するため国土交通省として電子防災情報

システムを構築する必要がある。 

２．事業の概要 

災害発生前に整備された精密標高データ等の基本的な地理空間情報及び災害発生直後から各情報

源からオンラインで提供される各種情報（ヘリ等からの映像情報や現場情報、各種被害情報等）を

集約し、リアルタイムに電子地図上に統合表示して共有し迅速に把握することができるフレームワ

ークとして、電子防災情報システムを構築する。 

３．平成２６年度要望額 

国費 ４００百万円 

４．事業の効果 

災害発生時に各情報源からの膨大な情報がリアルタイムに集約され、1枚の地図上で共有すること

により、防災センターや地方整備局等の現場での迅速な状況把握及び的確な対応がこれに基づき可

能となる。 
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地理空間情報を集約する電子防災情報システムの構築

災害発生直後から各情報源からオンラインで提供される各種情報（現場情報や
被災者情報、各種支援活動情報）を集約し、リアルタイムに電子地図上に統合表
示して共有し迅速に把握する とができる レ ムワ クとして 電子防災情報シ

【必要性】

大規模災害発生時、リアルタイムに集まる現場情報、被災者情報、各種支援活
動情報 現地画像等の各種情報を迅速に把握し これに基づく的確な対応を可能

示して共有し迅速に把握することができるフレームワークとして、電子防災情報シ
ステムを構築する。

動情報、現地画像等の各種情報を迅速に把握し、これに基づく的確な対応を可能
とすることが、国民の生命、身体及び財産を守る上で重要である。
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災害発生時に各情報源からの膨大な情報がリアルタイムに集約され、
１枚の地図上で共有することにより、防災センターや地方整備局等の
現場での迅速な状況把握及び的確な対応がこれに基づき可能となる。
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